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第１ 平成 25 年度 自己評価結果 
 

 

 

１ 目 的 

地域包括支援センター業務の運営については，国が示す「地域包括支援センター業務マ

ニュアル」（業務遂行上の留意事項を体系的に記載したもの）及び市が毎年度定める「地

域包括支援センター運営方針」に基づいて行うこととなっている。 

本市独自の取組として，地域包括支援センター業務の実施状況（達成度）が分かる「地

域包括支援センター自己評価表」を作成し，これを活用することにより，各地域包括支援

センターにおける課題の整理及び改善を図ることを目的とする。 

 

 

２ 自己評価表の項目体系 

地域包括支援センター業務を大項目，中項目，小項目の３項目に分け，大項目は，市が

地域包括支援センターに委託している包括的支援事業の４事業（「総合相談支援業務」，

「権利擁護業務」，「包括的・継続的ケアマネジメント支援事業」，「介護予防ケアマネジメ

ント業務」）に，「基本的事項」を加えた５項目としている。 

中項目は，大項目における業務内容を細目化し，さらに小項目において，各業務を実施

するうえでの具体的な評価項目（全７３項目）としている。 

 

 

３ 自己評価の結果 

平成 25 年度の各地域包括支援センターの自己評価結果について，「かなりよくできてい

る（５）」「まあまあよくできている（４）」「特に問題なくできている（３）」「一部に不十

分なところがある（２）」「かなり不十分なところがある（１）」の５段階で自己評価した

結果を次のとおり取りまとめた。（最低１～最高５の５段階） 
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 ○ 大項目 1（基本的事項）全体の平均は 4.2 であり，全ての大項目（1～5）の平均 4.0

よりも上回っている。 

 ○ 「（1）各年度の基本方針・重点目標」，「(3) 24 時間体制の確保」，「(4) チームアプ

ローチの確立」，「(5) 専門職員会議や職員研修を通じた職員の資質向上」，「(7) 情報管

理」，「(9) 報告・届出書等」については，継続して十分に取り組めており，自己評価が

高い。 

○ 「(2) 配置職員」については，「一部に不十分なところがある」と回答したセンター

で職員の欠員が速やかに補充できておらず，他の項目と比較して自己評価が低くなって

いる。 

○ 「(6) 施設環境」については，平成 24 年度末に全 61 センターに愛称・シンボルマー

クを掲載した看板を設置したため，地域住民に分かりやすい案内表示は十分にできてい

る。一方，センター職員の増加等に伴い，利用しやすくプライバシーが十分に守れる相

談スペースが確保されていないセンターが一部あり，他の項目と比較して自己評価が低

い。 

○ 「(8) 地域住民に対する広報」については，一人暮らし高齢者への訪問活動を契機に，

各センターによる広報誌・チラシの作成・配布等の広報活動の充実を図っているが，

「一部に不十分なところがある」と回答したセンターがあり，自己評価が低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目１ 基本的事項（平均 4.2） 

 ＜参考＞大項目 1（基本的事項）～大項目 5（介護予防ケアマネジメント業務）の全体平均 4.0 
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○ 大項目 2（総合相談支援業務）全体の平均は 4.0 であり，全ての大項目（1～5）の 

平均 4.0 と同数値になっている。 

○ 「(4) 初期段階での相談業務」については，継続して十分に取り組めており自己評価

が高い。  

「(5) 専門的・継続的相談支援」についても，関係機関と連携しケースカンファレン

スを開催できており自己評価が高い。  

○ 「(1) 地域の高齢者の実態把握」については，一人暮らし高齢者への全戸訪問活動に

より把握は進んできているが，一人暮らし高齢者以外の高齢者や担当学区の基本的な情

報の把握が課題となっている。 

○ 「(2) 地域におけるネットワーク構築」については，一人暮らし高齢者への全戸訪問

活動の実施により，地域の関係団体との連携が深まり，向上してはいるものの，地域の

社会資源の把握・整理や，地域の関係団体への学習機会の提供などが十分ではなく，ま

だまだ自己評価が低い。（全項目の中で２番目に低くなっている。） 

○ 「(3) 認知症高齢者等及び家族への支援」については，一部のセンターで認知症に関

する知識や正しい理解に向けた情報提供が十分ではないため，自己評価が低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目２ 総合相談支援業務（平均 4.0） 

 ＜参考＞大項目 1（基本的事項）～大項目 5（介護予防ケアマネジメント業務）の全体平均 4.0 
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○ 大項目 3（権利擁護業務）全体の平均は 4.1 であり，全ての大項目（1～5）の平均

4.0 を上回っている。 

○ 「(1) 高齢者虐待事例への対応」，「(3) 困難事例への対応」については，継続して十

分に取り組めており，自己評価が高い。 

○ 「(2) 成年後見制度・地域福祉権利擁護事業の活用促進」については，相談業務から

高齢者の判断能力を把握し，成年後見制度の申請を支援することは概ねできているが，

制度を広く普及するための広報が十分ではなく，自己評価が低い。 

○ 「(4) 消費者被害への対応」については，関係機関（京都市市民総合相談課，区・支

所支援（保護）課）と連携した取組は進んできているが，地域における消費者被害の状

況把握，把握した消費者被害の情報を地域の協力者（民生委員等）に提供するなどの取

組が一部不十分なセンターがあり，自己評価が低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目３ 権利擁護業務（平均 4.1） 

 ＜参考＞大項目 1（基本的事項）～大項目 5（介護予防ケアマネジメント業務）の全体平均 4.0 
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○ 大項目４（包括的・継続的ケアマネジメント支援業務）全体の平均は 3.8 であり，

全ての大項目（1～5）の平均 4.0 を下回り，すべての大項目のうち最も低い評価になっ

ている。 

○ 「(1) 包括的・継続的ケアマネジメント体制の構築」については，医療機関や地域の

関係機関との連携は概ねできているが，地域の保健・医療・福祉サービスに関する情報

収集及び必要に応じた関係機関への情報提供が十分ではなく，自己評価が低い。 

○ 「(2) 地域のインフォーマルサービスの連携体制づくり」については，地域における

住民組織やボランティア，民間団体等によって提供される公的制度外のインフォーマル

サービスの把握や情報整理が十分ではなく，自己評価が全項目中最も低くなっている。 

○ 「(3) 介護支援専門員に対する個別支援」については，介護支援専門員に対する相談

窓口の設置，情報提供や助言指導の実施，介護支援専門員が抱える困難事例に対する支

援は概ねできており自己評価が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目４ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務（平均 3.8） 

 ＜参考＞大項目 1（基本的事項）～大項目 5（介護予防ケアマネジメント業務）の全体平均 4.0 
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○ 大項目 5（介護予防ケアマネジメント業務）全体の平均は 4.1 であり，全ての大項目

（1～5）の平均 4.0 を上回っている。 

○ 「(1) 二次予防事業対象者の把握」については，京都市から郵送で配布・回収する基

本チェックリストだけでなく，一人暮らし高齢者への全戸訪問活動等を活用した把握を

進めているものの，多様な経路からの把握や二次予防事業対象者への介護サービス利用

に向けたアプローチがまだ十分ではないため，自己評価が低い。 

○ 「(2) ケアマネジメントの実践」，「(3) 介護予防普及啓発」については，継続して十

分に取り組めており，自己評価が高い。 

 

大項目５ 介護予防ケアマネジメント業務（平均 4.1） 

 ＜参考＞大項目 1（基本的事項）～大項目 5（介護予防ケアマネジメント業務）の全体平均 4.0 
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第２ 平成 25 年度 取組実績等 

 

１ 相談件数 

平成 25 年度の相談件数は約 25 万件（１センター当たり平均約 4,000 件）に達しており，そ

のうち，予防給付等の介護予防に関する相談件数が全体の約半分を占めている。 

  平成 25 年度の相談人数は約 14 万人（１センター当たり平均約 2,000 件）に達して

おり，平成 21 年度との比較では 33.2％増加している。 

年度 

相談件数 相談人数 

（延べ） 相談内容 

別件数 

（延べ）a

うち 

介護予防 

b

(％) 

b/a*100 

（延べ） うち 

虐 待 相

談 

21 235,007 277,975 146,910 52.9% 105,982 1,102 

22 239,203 282,355 153,701 54.4% 110,294 1,069

23 235,352 275,758 148,470 53.8% 116,861 1,159

24 242,541 283,893 153,959 54.2% 124,611 1,192

25 254,019 291,321 155,428 53.4% 141,161 1,430

 

２ 区・支所地域包括支援センター運営協議会 

区・支所の福祉事務所が主催し，各地域包括支援センターの事業計画及び事業報告，

地域における連携体制の構築等に関する協議を行っている。 

主な構成メンバーは，保健，医療，福祉に関する職能団体，地域福祉活動を担う関

係者等。 

年度 開催回数 

21 年度 39 回 

22 年度 40 回 

23 年度 41 回 

24 年度 40 回 

25 年度 39 回 

 

３ 区・支所地域包括支援センター運営会議 

区・支所の福祉事務所が主催し，福祉事務所からの情報提供，地域包括支援センタ

ー間の情報交換等を行っている。 

主な構成メンバーは，地域包括支援センター，福祉事務所，保健センター，社会福

祉協議会，地域介護予防推進センター等。 

年度 開催回数 

21 年度 149 回 

22 年度 143 回 

23 年度 145 回 

24 年度 142 回 

25 年度 140 回 
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４ 専門職員会議 

専門職員が抱える課題を共有し，専門職員の資質向上を図るため，同一行政区・支

所管内の他の地域包括支援センター職員との連携により，区・支所単位で，職種ごと

に概ね月１回，保健師看護師部会，社会福祉士部会，主任介護支援専門員部会を開催

している。 

年度 開催回数 

21 年度 388 回 

22 年度 403 回 

23 年度 419 回 

24 年度 430 回 

25 年度 460 回 

 

５ 地域ケア会議 

地域における課題を把握し，援助を要する高齢者の早期発見及び迅速な対応を行う

ための連携体制を構築するとともに，会議の構成員の資質向上を図るため，地域包括

支援センターが主催し，主に学区単位で開催している。 

主な構成メンバーは，地域包括支援センター，福祉事務所，民生委員・児童委員，

老人福祉員，社会福祉協議会等。 

年度 開催回数 

21 年度 353 回 

22 年度 321 回 

23 年度 382 回 

24 年度 695 回 

25 年度 534 回 

 

＜参考＞地域ケア会議を除く地域関係機関との連携実施数（地域の会議への参加等） 

年度 実施回数 

21 年度 3,172 回 

22 年度 2,707 回 

23 年度 2,497 回 

24 年度 3,085 回 

25 年度 3,179 回 
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６ 平成２５年度 収支決算（６１センター平均） 

平成２５年度の地域包括支援センターの収支状況は，全６１箇所のセンターのうち，

４２箇所のセンターが単年度黒字，１６箇所のセンターが単年度赤字となっており，

６１箇所のセンターを平均すると，約１００万円の黒字となっている。 

（単位：千円） 

収入内容 

委託料（包括的支援事業） 23,660

介護報酬（介護予防支援） 11,988

その他 644

合計 【Ａ】 36,292

支出内容 

人件費 29,632

管理費 3,277

委託費（介護予防支援の居宅介護

支援事業所への委託） 
1,013

その他 1,295

合計 【Ｂ】 35,217

収支額 【Ａ】－【Ｂ】 1,075

単年度黒字のセンター：  ４２センター 

単年度赤字のセンター：  １６センター 

収支０のセンター  ：   ３センター 

 

（参考）平成２６年度 収支予算（６１センター平均） 

（単位：千円） 

収入内容 

委託料（包括的支援事業） 24,815

介護報酬（介護予防支援） 11,914

その他 407

合計 【Ａ】 37,136

支出内容 

人件費 31,488

管理費 3,412

委託費（介護予防支援の居宅介護

支援事業所への委託） 
1,001

その他 355

合計 【Ｂ】 36,256

収支額 【Ａ】－【Ｂ】 880

単年度黒字：46 センター，単年度赤字：12 センター 

単年度収支均衡：３センター 
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第３ 高齢サポート（地域包括支援センター）による 

   「一人暮らし高齢者全戸訪問事業」実施状況（平成 25年度） 
 

 

１ 事業概要 

（１）概要 

介護保険法に基づく包括的支援事業の一環として，地域の高齢者の実態とニーズを把握し，

適切な支援に繋げていくため，平成２４年度から，市内在住の６５歳以上の一人暮らし高齢者

（約７万人）を対象として，高齢サポート職員による年１回の訪問活動を実施している。 

「支援が必要な高齢者を把握し，適切な支援に繋げていくこと」，「地域の関係機関との連携

を深め，地域のネットワーク構築を進めること」，「地域の高齢者に高齢サポートを身近な相談

先として認知してもらうこと」を目的とし，平成２５年度は，前年度に訪問活動を一巡するこ

とで把握できた実態を踏まえ，面談まで至らなかった人に重点を置いて実施するなど，地域福

祉組織，居宅介護支援事業所等とのさらなる連携・協力のもと，より効果的・効率的な訪問活

動を行った。（＜参考１＞訪問活動の流れ参照） 

※ 訪問時には，「地域における見守り活動促進事業」についても説明を行い，地域福祉組織

への個人情報の提供に関する同意書の提出を受けている。 

 

２ 訪問活動実績 

（１）実施状況 

平成２５年度は，前年度に既に一巡していることから，計画的・効率的な訪問活動により，

約７万３千人への訪問活動が実施できた。面談辞退の数は前年度と比べほぼ横ばいであるが，

継続的な訪問活動の結果，面談できた人の数が約１，７００人増加，接触継続中の人が    

約８００人減少している。 

＜平成 25年度訪問活動実施状況＞ 

 面談実施 面談辞退 接触継続中 合計 

25 年度 
人数（人） 28,175 24,507 19,931 72,613 

割合（％） 38.8 33.8 27.4 100.0 

24 年度 
人数（人） 26,481 24,253 20,714 71,448 

割合（％） 37.1 33.9 29.0 100.0 

増減 
人数（人） 1,694 254 △783 1,165 

割合（％） 1.7 0.1 △1.6 ‐ 

   面 談 実 施：自宅等で面談を実施した人 

   面 談 辞 退：担当ケアマネジャー，地域福祉組織の定期的な訪問があるから，まだ元気だから等の理由で

面談を辞退した人（面談辞退＋他機関による訪問を受けている） 

   接触継続中：訪問のお知らせを郵送しても連絡がなく，その後，自宅に訪問したものの，接触ができず，

面談に至っていない人 

 

（参考）＜訪問対象外（※）の把握状況＞ 

 家族等と同居 施設入所 居住実態なし 訪問対象外合計 

人数（人） 16,328 9,297 1,518 27,143 

※ 本市からは，住民基本台帳に単身世帯として登録されている高齢者の情報を提供してい

るため，高齢サポートが訪問活動を実施する中で，実際には，家族等と同居している，特

別養護老人ホーム等の施設に入所している，転出等で居住実態がないことが把握できた方

は訪問対象から除外している。 
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（２）年齢階層ごとの実施状況 

６５～７４歳の前期高齢者では，高齢サポートからの訪問活動（郵送，電話，自宅訪問等）

に応答がなかった方（「接触継続中」）の構成割合が最も高く，６５～６９歳では約４５％，  

７０～７４歳では約３４％となっている。 

就労している方，まだ元気な方の場合は，高齢サポートからの訪問活動（郵送，電話，自宅

訪問等）に対し，自分にはまったく関係がないものと判断し，応答しない傾向にあるものと思

われる。 

一方，７５～８９歳では，自宅等で面談を実施した方（「面談実施」）の構成割合が最も高く，

特に８０～８９歳では約半数となっている。 

年齢が高くなるほど，生活機能の低下による日常生活の不安や悩み等が多くなり，要介護認

定の申請，介護保険サービスの内容や利用方法に関する相談など，高齢サポートの訪問活動を

好意的に受け入れる傾向にあるものと思われる。 

また，面談を辞退した方（「面談辞退」）のうち，担当ケアマネジャー・地域福祉組織等の定

期的な訪問を受けているとの理由で辞退した方の構成割合は，年齢階層が上がるごとに高くな

り，９０歳以上の年齢階層では約４５％と最も高くなっている。それ以外の理由（元気だから，

家族の訪問があるから等）で辞退した方の構成割合は，６５～７４歳の年齢階層では約２０％

と比較的高いが，年齢階層が上がるごとに低くなっている。 

 

＜年齢階層ごとの実施状況別人数，構成割合（単位：％）＞  （上段：人数，下段：割合） 

実施状況 
６５～ 

６９歳 

７０～

７４歳

７５～

７９歳

８０～ 

８４歳 

８５～ 

８９歳 

９０歳

以上 
合計 

面談実施 
3,758 5,519 6,152 6,553 4,408 1,785 28,175

25.3 33.6 41.6 49.1 49.9 41.0 －

面

談

辞

退

他機関（ケアマネ，
地域福祉組織）によ
る訪問を受けている 

1,502 2,314 2,746 3,065 2,719 1,942 14,288

10.1 14.1 18.6 23.0 30.8 44.5 －

元気，家族の訪

問がある等 

2,958 3,022 2,131 1,355 564 189 10,219

19.9 18.4 14.4 10.2 6.4 4.3 －

接触継続中 
6,652 5,578 3,753 2,368 1,136 444 19,931

44.7 33.9 25.4 17.7 12.9 10.2 －

合計 
14,870 16,433 14,782 13,341 8,827 4,360 72,613

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 －

 

（参考）単身世帯高齢者の概要 

単身世帯高齢者は，７５歳以上の後期高齢者の割合が高いため，また，同居家族による介護

が受けられず，軽度期から介護サービスを利用される傾向にあるため，高齢者全体よりも要介

護認定者の割合が高くなっている。 

要介護度が高くなると，単身世帯では自宅での生活を維持することが困難となるため，高齢

者全体よりも要介護３以上の方の割合は低くなっている。 

 

＜年齢＞ 

 単身世帯高齢者 （参考）高齢者全体 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

６５～６９歳 14,870 20.5%  101,287 27.8%

７０～７４歳 16,433 22.6%  89,652 24.5%

７５～７９歳 14,782 20.3%  70,679 19.3%

８０～８４歳 13,341 18.4%  52,765 14.4%

８５～８９歳 8,827 12.2%  32,466 8.9%

９０歳以上 4,360 6.0%  18,548 5.1%

合計 72,613 100.0%  365,397 100.0%
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＜要介護度＞ 

 単身世帯高齢者 （参考）高齢者全体 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

自立 51,920 71.5 291,848 79.9

要介護認定者 20,693 28.5 73,549 20.1

要支援１・２ （9,369） （45.3） （20,822） （28.3）

要介護１・２ （7,457） （36.0） （26,587） （36.1）

要介護３以上 （3,867） （18.7） （26,140） （35.6）

合計 72,613 100.0 365,397 100.0

 

（３）面談を実施した方の状況 

 ア 年齢階層 

自宅等で面談を実施した方がどの年齢階層に多いかを把握するため，面談を実施した方と単

身世帯高齢者全体の年齢階層別の構成割合を比較した。 

６５～７４歳の年齢階層では，就労している，まだ元気など，高齢サポートの訪問活動を必

要とされない方が多いと思われるため，面談を実施した方の構成割合が，単身世帯高齢者の構

成割合よりも低くなっている。 

一方，７５歳以上のすべての年齢階層では，生活機能の低下などにより，日常生活の不安や

悩み等が多くなると思われるため，面談を実施した方の構成割合が，単身世帯高齢者の構成割

合よりも高くなっている。 

 

＜面談実施の年齢階層別人数，構成割合＞ 

年齢階層 
面談を実施した方 単身世帯高齢者全体 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％）

６５～６９歳 3,758 13.3 14,870 20.5

７０～７４歳 5,519 19.6 16,433 22.6

７５～７９際 6,152 21.8 14,782 20.3

８０～８４歳 6,553 23.3 13,341 18.4

８５～８９歳 4,408 15.6 8,827 12.2

９０歳以上 1,785 6.4 4,360 6.0

合計 28,175 100.0 72,613 100.0

  

イ 個別相談・支援の実施状況 

個別支援の内容としては，心身の健康，生活に関する危険な状態が生じており，緊急に支援

が必要なケース（支援区分①）が２８２件（約１％），要介護認定申請や介護保険サービスの

調整等，緊急ではないが継続的な支援が必要なケース（支援区分②）が６，７６２件（約２４％），

地域福祉組織等からの情報収集等により継続的な状況把握が必要なケース（支援区分③）が  

７，２４１件（約２６％）となっている。 

なお，地域福祉組織等の見守りがあれば十分なケース（支援区分④）が１３，８９０件    

（約５０％）と最も多くなっている。 

また，訪問後の高齢サポートの関わりとしては，支援区分①のケースは，高齢サポートが緊

急対応を行い，医療機関や居宅介護支援事業所等に引き継いでおり，その後の対応は引き継い

だ機関が主に実施しているが，高齢サポートも必要に応じて支援を実施している。 

支援区分②のケースは，要介護認定申請や二次予防事業の利用のため，高齢サポートが医療機

関への同行，医師との調整，申請書類の作成支援，二次予防事業ケアプラン作成等で継続的に

関与しており，支援区分③のケースも，要介護認定申請までは行わないが，高齢福祉サービス

の利用申請書類の作成支援や地域福祉組織と連携することで継続的な状況把握を実施してい

る。 

一方，支援区分④のケースは，まだ元気な方が多いため，すこやか学級や老人福祉員の紹介
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などを行うことで，地域福祉組織等による支援につなげるよう努めている。 

 

 支援区分 
件数 

(割合)
具体的な対応事例 

①

緊急支援が必要 

（心身の健康，生活に関

する危険な状態が生じて

おり，関係機関等との連

携により，緊急に支援が

必要なケース） 

282 

(1.0%)

・右上下肢の脱力，麻痺感があるなど体調がすぐれないと

の申し出があり，近隣の診療所の受診に繋げるとともに

要介護認定の代行申請を行った。（71歳男性） 

・認知症が進行し，自宅がごみ屋敷状態であり，お金の管

理も困難な状態であったため，要介護認定の代行申請，

成年後見制度の申し立てを行った。（84 歳女性） 

・最近，物忘れが多く，電気料金の支払等の金銭管理がで

きなくなっており，電気の使用停止通知もあった。要介

護認定の代行申請を行い，金銭管理を息子に引き継いだ。

（82歳女性） 

②

継続的な支援が必要 

（生活機能の低下による

要介護認定申請，介護保

険サービスの調整等，高

齢サポートとして何らか

の支援が必要なケース）

6,762

(24.0%)

・3年前から体調が悪い。会話や労作時に息切れが確認で

き，部屋の片づけがしんどいとの申し出があり，介護保

険制度の紹介，定期的な訪問を行っている。（80歳男性）

・高齢のため下肢機能が低下するなど民生委員を辞めてか

ら閉じこもりがちだったため，機能訓練の介護サービス

（デイケア）の利用に繋げた。（80歳女性） 

・慢性的な腰痛や膝の痛みがあり，しゃがむことが負担に

なるため，介護サービス（ヘルパー）の利用に繋げた。

また，2階に上る階段が急なため手すりの設置も行った。

（85歳女性） 

・下肢筋力が低下し，基本チェックリストの結果，介護予

防サービスの利用が望ましいと判定されたため，二次予

防運動教室の参加に繋げた。（77 歳男性） 

③

継続的な状況把握が必要

（心身の状況が急変する

可能性があるなど，高齢

サポートが民生委員，老

人福祉員等からの情報収

集等により継続的に状況

を把握しておく必要があ

るケース） 

7,241

(25.7%)

・週に 1回程度，胸が痛くなる。心不全の既往歴があり，

一人暮らしのため緊急通報システムの利用に繋げた。（82

歳女性） 

・食事の確保が十分ではない。安否確認を含め，配食サー

ビスを希望されたのでサービス利用に繋げた。（75歳男

性） 

・心疾患があり，緊急時の場合に不安があり，民生委員の

定期的な訪問等を希望されたため，地域における見守り

活動促進事業の同意書の提出に繋げた。（86歳男性） 

④

地域福祉組織等による見

守りで対応 

（民生委員，老人福祉員

等の見守りや担当ケアマ

ネの訪問があれば十分な

ケース） 

13,890

(49.3%)

・最近引っ越ししたばかりなので，近隣の医療機関，民生

委員，すこやか教室等の情報を知りたいとの申し出があ

ったため，情報を提供した。（82 歳女性） 

・息子が突然転勤になり独居生活となった。近所に何があ

るのかほとんど分からなく，一人でいるのが寂しいので

見守りをしてほしいとのことで老人福祉員の訪問に繋げ

た。（77歳女性） 

・一人暮らしで出かける場所も限られているため，活動範

囲を広げたいとの申し出があったため，地域のすこやか

学級や一次予防運動教室を紹介した。（77歳女性） 

合  計 
28,175

(100.0%)
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ウ 支援ニーズ 

自宅等での面談時には，単身世帯高齢者が，介護保険等の公的制度以外にどのような支援が 

充実することを求めているのか，支援ニーズの把握にも努めており，支援ニーズ区分ごとに分

類するとともに，主な内容を取りまとめた。 

掃除，調理，電球交換等の簡易・日常的な援助，買い物支援サービス，配食サービスとい 

った生活支援サービスに対するニーズが過半数となっている。また，日常的な見守りのニーズ

も約３割を占めている。 

支援ニーズ区分 
割合 

（％）
主な支援ニーズ内容 

掃除，調理，電球交換，

庭掃除等の簡易・日常

的な援助 

40.0 

・窓ふき，庭木の手入れ，電球の交換など高いところの作業

が困る。（79歳女性） 

・体調が悪い時など一人で通院することが難しいときに付添

いがあればありがたい。（89歳女性） 

・調理，洗濯物干し，掃除等の毎日することについても手伝

ってほしい。（80歳男性） 

日常的な見守り 34.6 

・一人暮らしのため安否確認をしてほしい。一人で話さない

日があると寂しいと感じる。老人福祉員や近所の人が声を

掛けてくれるだけでも嬉しい。（75歳女性） 

・訪問してくれる人がころころ代わるのは困る。定期的に高

齢サポート等からの連絡・訪問があればありがたい。（88 歳

女性） 

身近にできる運動， 

介護予防事業 
7.0 

・地域で実施されているすこやか学級，公園体操の情報を知

りたい。（80 歳女性） 

・足が弱ってきたことが気になっている。介護予防のため，

運動できる教室を教えてほしい。（75歳女性） 

買い物支援サービス 7.0 

・重い荷物などを運ぶのを手伝ってほしい。（78歳女性） 

・買い物に行けない時に利用できるサービスなどを教えて欲

しい。（79歳男性） 

・自宅が集合住宅の３階で，足が弱ってきているので，買い

物の支援があれば非常に助かる。（88歳女性） 

配食サービス 4.3 

・通常は調理するが，寝込んだ時など一人暮らしなので調理

が難しい。そのような場合だけ使用できる配食サービスが

あるか知りたい（80歳女性） 

・食事が作れないため，安価な配食サービスの事業所を知り

たい。（80歳男性） 

地域交流会やサーク

ル活動 
3.9 

・地域で交流できるサロンや茶話会等の情報を知りたい。近

くにあれば参加したい。（75 歳女性） 

・健康教室，料理教室，絵画教室を紹介して欲しい。（75歳男

性） 

防火，消費者被害など

の暮らしの情報 
1.4 

・近所で放火や空き巣が多発しているので不安だ。暮らしの

情報報を提供してほしい。（76歳女性） 

・災害時の避難方法や避難場所等を教えてほしい。（77歳女性）

送迎サービス 1.1 
・運転免許証を返還したいが，返還後の交通手段として送迎

サービスがあれば助かる。（84歳男性） 

傾聴ボランティア 0.7 

・サービスまでは必要ないが，一人暮らしは寂しいので話し

相手がほしい。（声掛け，挨拶，立ち話など）（80歳男性）

・夕食を一緒に摂ってくれる人が欲しい。夜になると寂しさ

が増す。（84 歳男性） 

合  計 100.0
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（参考）地域福祉組織への個人情報の提供に関する同意書 

自宅等での面談時には，本人の希望に応じて，地域福祉組織に住所，氏名，緊急連絡先など

の個人情報を提供する同意書の提出を受けている。同意書の提出者数（※）は，平成 26 年 5

月末時点で 21,834人（昨年同期比＋5,998 人）であり，そのうち，高齢サポートによる同意書

取得数は 17,403 人（昨年同期比＋4,023人）である。 

なお，７５歳以上のすべての年齢階層で同意書を提出した人の割合が，６５歳以上の全体の

割合よりも高くなっている。 

※同意書を提出した方のうち，見守り活動対象者名簿に登載されている方に限る。 

 

＜年齢階層ごとの同意書提出者人数，構成割合（単位：％）＞ （上段：人数，下段：割合） 

 
６４歳

以下 

６５～ 

６９歳 

７０～ 

７４歳 

７５～

７９歳

８０～

８４歳

８５～ 

８９歳 

９０歳 

以上 
合計 

同意書提出者
（a） 

11 1,590 3,210 3,784 4,428 3,094 1,286 17,403

訪問活動実施者

（ｂ） 
－ 14,870 16,433 14,782 13,341 8,827 4,360 72,613

（a）/（ｂ） － 10.7 19.5 25.6 33.2 35.1 29.5 24.0

 

（４）面談を辞退した方の状況 

 ア 年齢階層 

担当ケアマネジャー・地域福祉組織等の定期的な訪問を受けているとの理由で訪問を辞退し

た方は，８０歳以上のすべての年齢階層で単身世帯高齢者の構成割合を上回っている。 

一方，就労しているから，まだ元気だから，等の理由で訪問を辞退した方は，６５～７９歳

の年齢階層で単身世帯高齢者の構成割合を上回っており，特に，６５～７４歳の年齢階層は大

きく上回っている。 

 

＜面談辞退の年齢階層別人数，構成割合＞ 

年齢階層 

面談辞退 

単身世帯高齢者全体
他機関（ケアマネ，地
域福祉組織）による訪
問を受けている 

元気，家族の訪問があ
る等 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％）

６５～６９歳 1,502 10.5 2,958 28.9 14,870 20.5

７０～７４歳 2,314 16.2 3,022 29.6 16,433 22.6

７５～７９歳 2,746 19.2 2,131 20.9 14,782 20.3

８０～８４歳 3,065 21.5 1,355 13.3 13,341 18.4

８５～８９歳 2,719 19.0 564 5.5 8,827 12.2

９０歳以上 1,942 13.6 189 1.8 4,360 6.0

合計 14,288 100.0 10,219 100.0 72,613 100.0

 

 イ 辞退理由 

まだ元気だから（就労しているから，相談ごと・悩みはない など）が約３５％と最も多く

なっている。 

次いで，地域福祉組織等の定期的な訪問があるからが約３１％，担当ケアマネジャーの定

期的な訪問があるからが約２８％となっている。（合計で約５９％となる。） 

地域福祉組織等による定期的な訪問を受けている方は，より身近なその方に相談するため，

また，要介護認定を受けて介護サービスを利用している方は，日常の不安や悩み等の相談は

専門職である担当ケアマネジャーにするため高齢サポートの訪問までは必要ないと判断され

ているものと思われる。 
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＜面談を辞退した理由＞ 

面談辞退理由 人数（人） 割合（％）

まだ元気だから（就労している，相談ごと・悩みはない など） 8,631 35.2 

地域福祉組織（民生児童委員協議会，社会福祉協議会）等の定期

的な訪問があるから 
7,512 30.7 

担当ケアマネジャーの定期的な訪問があるから 6,776 27.6 

家族等の訪問があるから（近所に家族等が住んでいるから など） 824 3.4 

高齢サポート，訪問活動を知らないから 

高齢サポートとは何か聞いたことがない 
京都市事業として訪問活動をしているなど聞いたことがない 
高齢サポートは民間法人なので個人情報の流出が不安 
なぜ高齢サポートが個人情報を知っているのか など 

764 3.1 

合計 24,507 100.0 

 

（５）接触継続中の方の状況 

 ア 年齢階層 

高齢サポートからの訪問活動（郵送，電話，自宅訪問等）に応答がなかった方（「接触継続中」）

がどの年齢階層に多いのかを把握するため，接触継続中の方と単身世帯高齢者全体の年齢区分

別の構成割合を比較した。 

６５～７４歳の年齢階層では，就労されていたり，元気な方が多いと思われることから，接

触継続中の方の構成割合が，単身世帯高齢者の構成割合を大きく上回っている。 

就労している方，まだ元気な方の場合は，高齢サポートの訪問のお知らせ（郵送，電話，自

宅訪問等）に対し，自分にはまったく関係がないものと判断し，応答しない傾向にあるものと

思われる。また，高齢者を対象とした詐欺，悪質商法等を警戒されて応答されないことも考え

られる。 

一方，年齢階層が上がるごとに接触継続中の方の構成割合は低くなり，７５歳以上のすべて

の年齢区分で，単身世帯高齢者の構成割合を下回っている。 

＜接触継続中の年齢階層別人数，構成割合＞ 

年齢階層 
連絡がつかない方 単身世帯高齢者全体 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％）

６５～６９歳 6,652 33.4 14,870 20.5

７０～７４歳 5,578 28.0 16,433 22.6

７５～７９際 3,753 18.8 14,782 20.3

８０～８４歳 2,368 11.9 13,341 18.4

８５～８９歳 1,136 5.7 8,827 12.2

９０歳以上 444 2.2 4,360 6.0

合計 19,931 100.0 72,613 100.0

 

 イ 引きこもり・孤立の可能性の確認 

高齢サポートの訪問活動（郵送，電話，自宅訪問等）に応答がなかった方は，多くの方が「日

常の不安や悩みがないので自分には関係ない」と判断して応答していないものと思われるが，支

援が必要な状態で社会的に孤立している可能性も考えられるため，高齢サポートの職員が自宅を

訪問した際に，家屋・庭等の手入れがされているか，郵便物がたまっていないか等を確認するほ

か，地域福祉組織が把握している方かどうか，直近の「基本チェックリスト」が京都市に提出さ

れているかどうかにより，引きこもり・孤立の可能性の有無を確認している。 

そこで抽出された引きこもり・孤立の可能性のある人について，随時，高齢サポートから報告

を受けた長寿福祉課が，京都市が保有する情報に基づく調査，簡易書留郵便での文書送付により

安否確認を行う取組を実施している。 

- 16 -



 

＜引きこもり・孤立の可能性がある方の確認方法＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ 引きこもり・孤立の可能性がある人への対応状況 

高齢サポートによる訪問活動により，引きこもり・孤立の可能性があると判断したケースは

全市で３８件あったが，２１人については長寿福祉課による調査で安否確認ができた。残り 

１７人については，長寿福祉課から簡易書留で安否確認のお知らせを送付した。 

お知らせ送付の結果，返信があった人が８人，受け取ってはいただいたが返信がない人が４

人，受取もなかった人が５人となっている。 

なお，返信がなかった４人のうち２人は，地域福祉組織等から元気であることを確認できて

おり，残り２人は住んでいないこと（事務所での使用）が確認できている。 

また，受取なしの５人については，１人は引越ししているとの確認ができているが，残り４

人については，現在も地域福祉組織と連携し，継続的に訪問活動を実施している。 

 

＜引きこもり・孤立の可能性がある人への対応状況＞ 

高齢サポートから報告のあった引きこもり・孤立の可能性がある人 

３８人
（「接触継続中」
19,931 人うち）

長寿福祉課による調査で安否確認ができた人 ２１人

調査では安否確認ができず，簡易書留郵便で安否確認のお知らせを送付した人 １７人

 その結果 返信あり（※１） ８人

     返信なし（本市からの安否確認のお知らせは受領） ４人

     簡易書留郵便の受取なし(※2)  ５人

※１ ８件すべてが「元気だから」「家族等の訪問があるから」等の理由で訪問を希望しないとの

内容だった。 

※２ 不在等のため，簡易書留郵便を受け取られず，郵便局の保管期限を経過して長寿福祉課に

返却された。 

 

３ 地域のネットワーク構築の状況 

（１）概要 

平成２４年度に引き続き，これまでから地域の見守り活動を担ってきた地域福祉組織と連携，

情報共有を行い，地域で孤立している可能性がある，地域福祉組織が訪問していない単身世帯

引きこもり・孤立の 

可能性がある方 

地域福祉組織の把握状況 

直近の「基本チェックリス

ト」の返信状況 

現地訪問時の状況 

引
き

こ
も

り
・

孤
立

の
 

可
能

性
が

低
い

方
 

知っている 

（問題なし）

知らない 

返信あり 

返信なし 
問題なし 

（※１） 

問題あり（※２）

知っている 

（問題あり） 

※１ 問題なしの例： 

・手入れされた車，バイク，自転車がある 

・家屋，庭等の手入れができている 

・郵便物がたまっていない   等 

※２ 問題ありの例： 

・家屋，庭等の手入れができていない 

・郵便物がたまっている 

・ゴミが散乱している     等 
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高齢者から優先して訪問活動を実施した。 

この結果，地域福祉組織との連携がこれまで以上に深まり，高齢サポートを中心とした，地

域全体で高齢者を見守るネットワーク体制の充実に繋がっている。 

 

（２）地域のネットワーク構築のための会議等の実施回数 

高齢サポートでは，これまでから，地域のネットワーク構築のため，概ね学区単位で地域ケ

ア会議の開催，地域福祉組織の会議への参加等を行っているが，訪問活動の実施を契機として，

地域福祉組織や居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）等との連携・情報共有を図る会議が増

加し，平成２５年度は３，７１３回実施している。 

 平成２５年度 平成２４年度 
（参考） 

平成２３年度 

地域のネットワーク構築のための 

会議等の実施又は参画回数 

3,713 回 

（534 回） 

3,780 回 

（695 回） 

2,879 回 

（382 回） 

※（ ）内は地域ケア会議の実施回数を再掲している。 

 

４ 平成２６年度の訪問活動 

（１）実施方針 

年々変化する高齢者の心身の状況に対応し，高齢者の実態把握をより的確に進めていくため，

３年目の平成２６年度も，引き続き，すべての一人暮らし高齢者を対象とした年１回の訪問活

動に取り組んでいる。 

特に，これまでの実施状況や課題等を踏まえ， 

「面談まで至らなかった人に重点を置いた継続的な訪問活動の実施」， 

「引きこもり・孤立の可能性がある人の把握・対応に関する地域福祉組織等との連携」， 

「地域福祉組織による見守り活動への支援体制の構築」 

を一層進めていくことで，効果的・効率的な訪問活動を行うことはもとより，地域ケア会議を

核とし，地域の見守りネットワークの構築にも重点的に取り組んでいくこととする。 

また，面談まで至らなかった人や一人暮らしではない高齢者に対しても，高齢サポートが「高

齢者の総合相談窓口として，専門職員がいつでも無料で相談・訪問に応じている」ことを，全

戸訪問事業と合わせて，広く周知している。 

 

（２）地域ケア会議の充実 

平成２７年度からの本格実施に向け，本年度から順次実施していく新たな地域ケア会議の実

施体系のもと，医療関係者をはじめとする多職種の関係機関が参加する地域ケア会議（日常生

活圏域レベルが標準）を実施し，地域全体で訪問活動や見守り活動を促進・支援するためのネ

ットワークの構築にも重点的に取り組んでいく。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 18 -



 

１ 優先順位，アプローチ方法 

新規訪問対象者（６５歳到達，転入等）と継続訪問対象者（前年度以前から継続訪問対象者）

に区分したうえで，居宅介護支援事業所，地域福祉組織による訪問の有無，前年度の高齢サポ

ートの訪問状況によって優先順位を区分し，効果的・効率的に訪問（面談）に向けたアプロー

チを実施している。 

○新規訪問対象者 

優先順位 対象者の区分 アプローチ方法 

１ 

担当ケアマネジャー

がいなくて 

地域福祉組織による

訪問を受けていない

人 

地域包括支援センター単独でのアプローチ 

「訪問周知票」郵送１回 ＋ 電話（電話番号が分かる場合のみ） 

 ＋ 現地訪問１回（不在時は「不在票」を投函） 

連絡がない場合は，必ず，現地訪問時の状況等により，引きこもり・孤

立の可能性を確認し，心配な人がいれば長寿福祉課に報告 

２ 

担当ケアマネジャー

がいなくて 

地域福祉組織による

訪問を受けている人 

地域福祉組織との連携によるアプローチ 

「訪問周知票」郵送 or 地域福祉組織から手渡しで配付 

連絡がない場合は，地域福祉組織から生活状況や困り事の有無等を確認

のうえ訪問活動終了 

３ 
担当ケアマネジャー

がいる人 

担当ケアマネジャーとの連携によるアプローチ 

担当ケアマネジャーを通じた訪問希望の有無の確認  

 or 「訪問周知票」郵送 

担当ケアマネジャーを通じて，困り事がないこと，「同意書」の説明や

提出を希望されないことが確認できた場合は訪問活動終了 

○継続訪問対象者 

優先順位 前年度の訪問状況 アプローチ方法 

１ 
接触継続中 

（連絡がつかない） 

地域包括支援センター単独でのアプローチ 

「訪問周知票」郵送１回 ＋ 電話（電話番号が分かる場合のみ） 

 ＋ 現地訪問１回（不在時は「不在票」を投函） 

連絡がない場合は，現地訪問結果等を踏まえ，引きこもり・孤立の可能

性が高い人を抽出し，長寿福祉課に報告 
２ 面談辞退 

３ 
他機関等による訪問を

受けている 

地域福祉組織との連携によるアプローチ 

「訪問周知票」郵送 or 地域福祉組織から手渡しで配付 

連絡がない場合は，地域福祉組織から生活状況や困り事の有無等を確認

のうえ訪問活動終了 

担当ケアマネジャーとの連携によるアプローチ 

担当ケアマネジャーを通じた訪問希望の有無の確認  

 or 「訪問周知票」郵送 

担当ケアマネジャーを通じて，困り事がないこと，「同意書」の説明や

提出を希望されないことが確認できた場合は訪問活動終了 

４ 訪問済み 

他機関による訪問の有無に応じたアプローチ 

電話 or 「訪問周知票」郵送 or 地域福祉組織から手渡しで配付 

 or 担当ケアマネジャーを通じた訪問希望の有無の確認 

※要支援認定者，二次予防事業対象者等は，定期的な訪問時に訪問活動

を実施する。 

※「同意書」提出者も，地域包括支援センターによる定期的な訪問を希望され

ていることから，地域福祉組織と連携のうえ，原則，訪問活動を行う。 

 

２ 訪問活動の実施 

一人暮らし高齢者の自宅等を高齢サポート職員が訪問し，日常生活での困り事，悩み事など

の相談に応じるとともに，元気なうちから取り組める介護予防に関する情報など，各種サービ

スや制度の紹介を行う。また，「地域における見守り活動促進事業」についても説明し，地域福

祉組織への個人情報の提供に関する同意書の提出を受ける。 

 

３ 個別支援 

一人暮らし高齢者の希望や，心身の状況に応じて，地域福祉組織による日常的な見守りのほ

か，要介護認定の申請，医療機関の受診等の具体的な支援に繋いでいく。 

＜参考１＞訪問活動の流れ 
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（参考） 地域包括支援センターの概要 

 

１ 設置目的 

地域包括支援センターは，介護保険法に基づき，地域住民の心身の健康の保持及び生活

の安定のために必要な援助を行うことにより，地域住民の保健医療の向上及び福祉の増

進を包括的に支援することを目的として，総合相談，権利擁護，介護予防ケアマネジメ

ント等の包括的支援事業を地域で一体的に実施する役割を担う中核的機関として，平成

１８年度から設置している。 

平成２４年２月には，認知度の向上を図るため，公募により，愛称・シンボルマークを

決定した。 

愛称：「高齢サポート」     シンボルマーク：  

 

２ 運営体制 

国が示す第１号被保険者３～６千人に１箇所という基準を目安として，市内全域にきめ

細かく，概ね中学校区を単位として６１箇所設置しており，そのすべてを社会福祉法人，

医療法人等への委託により運営している。 

 

３ 職員体制 

 (1)配置基準に基づく職員（専門３職種） 

各センターには，専門性を備えて包括的支援事業を適切に実施するため，下記の人

員配置基準に基づき，担当地域の高齢者人口に応じて，専門３職種（保健師等，社会

福祉士，主任介護支援専門員）を各１名以上配置している。 

  ＜人員配置基準＞ 

高齢者 

人口 
３千人未満 ３千人～６千人 ６千人～８千人 

８千人

以上 

単身 

世帯数 

950 世帯

未満 

950 世帯 

以上 

1,900世帯

未満 

1,900世帯

以上 

2,500世帯

未満 

2,500世帯

以上 
－ 

体制 ２名 ３名 ４名 ５名 

 

 (2)体制強化のための追加配置職員 

平成２４年度から，一人暮らし高齢者全戸訪問事業等を適切に実施するため，上記

職員に加えて，各センターに１名ずつ職員を追加配置している。 

当該職員の資格は，上記，専門３職種の資格に加えて，介護支援専門員等，介護予

防支援を担当する者の要件を満たす職員でも可としている。 
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３ 事業内容 

 (1)包括的支援事業 

本市からの委託を受け，包括的支援事業の４つの業務を一括して実施している。 

 ・総合相談支援業務 ＜専門職種：社会福祉士＞ 

地域の高齢者が，住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくこ

とができるよう，どのような支援が必要かを把握し，地域での適切なサービス，関

係機関及び制度の利用に繋げる等の支援を行う。 

例：初期段階での相談対応及び継続的・専門的な相談支援，その実施に当たっ

て必要となるネットワークの構築，地域の高齢者の実態把握等 

 ・権利擁護業務 ＜専門職種：社会福祉士＞ 

権利侵害を受けている，または受ける可能性が高いと考えられる高齢者が，地域

で安心して尊厳のある生活ができるよう，専門的・継続的な視点からの支援を行う。 

例：成年後見制度の活用促進，高齢者虐待への対応，困難事例への対応，消費

者被害の防止に関する諸制度の活用等 

 ・包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 ＜専門職種：主任介護支援専門員＞ 

個々の高齢者の状況や変化に応じた包括的・継続的なケアマネジメントを実現

するため，地域での連携・協働の体制づくりや個々の介護支援専門員に対する支援

等を行う。 

例：地域の介護支援専門員のネットワークの構築・活用，介護支援専門員が抱

える支援困難事例等への助言等 

 ・介護予防ケアマネジメント業務 ＜専門職種：保健師等＞ 

二次予防事業対象者（要支援状態になるおそれの高い方）が要介護状態になるこ

とを予防するため，その心身の状況等に応じて，介護予防事業等が包括的・効率的

に実施されるよう必要な援助を行う。 

 (2)介護予防支援 

本市から指定を受け，介護予防支援事業所として，介護保険における予防給付の対

象となる要支援者が，介護予防サービス等の適切な利用等を行うことができるよう，

介護予防ケアプランを作成するとともに，サービスの提供が確保されるよう，サービ

ス事業者等の関係機関との連絡調整などを行っている。 

 

５ 地域包括支援センター運営協議会の設置 

地域包括支援センターの公正・中立性の確保，適正かつ円滑な運営を図るため，全市

及び各区・支所に地域包括支援センター運営協議会を設置している。 

 (1)全市単位（設置数１） 

「京都市民長寿すこやかプラン推進協議会」を運営協議会として位置付け，地域包

括支援センターの設置，運営等に関することを協議する。 

 (2)区・支所単位（設置数１４） 

各センターの事業計画及び報告，地域における連携体制の構築等，区・支所ごとの

課題等の協議を行う。構成員は，保健，医療，福祉に関する事業者及び職能団体等と

し，事務局は福祉事務所が担当する。 
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